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今年は、戦後 70年の節目の年であります。
最も基本的な人権の一つである「生きる権利Jさ えも奪つてしまう戦争
は、最大の人権侵害であると言えます。私たちは、再び戦争の惨禍は繰 り

返さないと強く心に刻み、行動していかなければなりません。

さて、これまで、基本的人権の享有を保障する日本国憲法のもとで、国

や地域を挙げて人権に関する様々な取組が講 じられてきました。

本市においても、行政、学校、企業、民間団体を始め市民一人ひとりが

人権を大切にするという共通の考え方に立って、市民の人権意識の高揚を

図るため、人権教育・啓発に関する施策の推進に努めてまいりました。

しかしながら、私たちの周 りには、家庭における子どもへの虐待、学校

におけるいじめや体罰、同和問題、障害者や外国人に対する差別など、人

権問題が存在しているほか、近年では、インターネットを利用した悪質な

書き込み、外国人排斥の言動など、人権問題は多種、多様化しております。

このような様々な人権問題が生じている背景として、国際化、情報化、

高齢化、少子化等の社会の急激な変化などがその要因になつているほか、

根本的には、人権尊重の理念についての正しい理解や行動が十分に定着し

ていないことが挙げられます。

こうした状況を踏まえ、「岩国市総合計画」に掲げている「一人ひとり

の人権が大切にされている」社会の実現を目指し、国、県、関係機関、団

体等との連携を図りながら、本市の実情に応 じた人権教育・人権啓発の取

組を推進するため、このたび「岩国市人権教育・啓発推進指針」を策定い

たしました。

今後は、本指針に基づき、より積極的な人権教育・啓発の取組を推進し

てまいりますので、市民の皆様の御理解と御協力をお願い申し上げます。

最後に、本指針の策定にあたり、御審議いただきました岩国市人権教

育・啓発推進協議会委員の皆様、パブリックコメント等を通じて貴重な御

意見をいただきました市民・関係団体の皆様に心から感謝を申し上げます。

平成 27年 (2015年 )3月

岩国市長 福 田 良 彦
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◆ 1指 針の基本 目標

この指針は、人権教育及び人権啓発を通 じて、市民一人ひ とりが人権問題 を自分

自身の問題 として捉 らえ、人権尊重の意識や態度 を身に付け、 日常生活の中で人権

尊重を当た り前のこととして行動 していくことによ り、岩国市総合計画 (平成 26年

12月 策定)に掲げている 「一人ひ とりの人権が大切にされている」社会の実現を目

標 とします。

このため、岩国市では、国、県 と連携を図 りつつ、本市の実情に応 じた 「岩国市人

権教育・啓発推進指針」を策定 し、住民に密着 した、より積極的な人権教育・啓発の

取組を推進 してまい ります。

◆ 2国・ 県の動向

平成 11年 (1999年 )、 国の「人権擁護推進審議会の答 申」 (以下「答申」といいます。)

では、人権教育・啓発の手法について、 「法の下の平等、個人の尊重 といつた人権一

般の普遍的な視点か らのアプローチ と、具体的な人権課題に即 した個別的な視点か ら

のアプローチ とがあ り、この両者があいまつて人権尊重の理念についての理解が深ま

つてい くものと考 えられ る」 とし、「その際、同和問題など様々な人権課題に関 して

これまで取 り組まれてきた教育・啓発活動の成果 と手法への評価を踏まえる必要があ

る」 としています。

国は、平成 12年 (2000年)に 「人権教育及び人権啓発の推進に関す る法律」を制

定 し、人権教育及び啓発 の推進は、国の責務 と規定 され、地方公共団体に対 しても、

国 と連携を図 りつつ、人権教育及び人権啓発 を推進す るよう規定され ま した。

そ して国は、人権教育及び人権啓発に関す る施策の総合的かつ計画的な推進 を図

るため、平成 14年 (2002年 )に 「人権教育・啓発に関す る基本計画」 (以 下 「基本

計画」 といいます。)を策定 しま した。 この 「基本計画」の中で、現在及び将来にわ
たつて人権擁護 を推進 してい く上で、特に、女性、子 ども、高齢者、障害者、同和

問題、アイヌの人々、外国人、HIV感 染者やハ ンセン病患者、北朝鮮 当局による
粒致問題等をめぐる様 々な人権問題は重要課題 となつてお り、人権教育・啓発の推

進に当たつては、 これ らの重要課題に関 して、国の答申等で示 された人権教育・啓

発の手法に留意す ることとされてお ります。

また、山口県は、平成 14年 (2002年 )に「山口県人権推進指針」を策定 しました。

この指針は、策定か ら 10年が経過 し、社会情勢の変化や新たな人権課題 も生 じてい

ることか ら、人権 に関す る総合的な取組 をよ リー層推進するため、平成 24年 (2012

年 )に 改定 されています。改定 された指針 においては、山口県民全てが 自分の人格
が尊重 され、他人の人格 を尊重 して 自由で平等な生活を共に営むことができるよう、

一人ひ とりがかけがえのない尊い生命の主体者であるとい う、人間尊重 を基本的な

考え方 として、「じゆ う」 (自 由 )、 「び ょうどう」 (平等 )、 「いのち」 (生命 )の 3つ
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の視点で人権に関す る諸施策を総合的に推進す ることとしています。

◆ 3基 本方針

人権教育・ 啓発の推進 に当たつては、市民一人ひ とりが基本的人権の意義や、人

権尊重の理念、及び様 々な人権課題について正 しく理解 し、学び とつた正 しい知識

と理解を上台に して、人権問題 を自分 自身の問題 として受け止め、 日常生活の中で

具体的な人権課題の解決に結びつけていくことが大切です。

また、すべての人の人権を尊重す る上で、まず、 自分が人権を有す る人間の一人

であるとい う自覚が必要です。自らの尊厳を常に意識 し、「他の人 も人 としての尊厳

を当然保有 してお り、尊重 しなければならない」 とい う考え方に立って、一人ひ と

りが持つ多様性 を理解 し、尊重 しあ う「共に生きる心」の醸成を図つていきます。

そ して、様々な人権問題について理解 を深 め、家庭、学校、職域、地域社会、そ

の他 あらゆる場 と機会 を通 じ、市民一人ひ とりが、それぞれの人権教育・啓発の実

施 主体が担 うべき役割 を十分に踏まえた上で、相互の連携協力関係 を強化 して推進

していきます。

O 学校教育
児童生徒の心身の成長の過程に即 して学習活動や支援等を工夫 し、学校の教育

活動を通 して人権尊重の意識を高め、一人ひとりを大切にする教育を組織的・計

画的に推進 します。

〇  生涯 学習
あらゆる場 と機会 において、基本的人権の意義や人権尊重の理念、及び様々な

人権課題に対 して理解 を深める人権教育を推進 します。

そのために、幼児か ら高齢者にいたるそれぞれのライフサイクルにおける生涯

学習を通 じ、人権尊重の意識を高めることを 目的 として、多様な学習機会の充実

に努めます。

○  人権啓発
市民一人ひ とりの人権 が尊重 され る心豊 かな地域社会の実現 を 目指 して、よ

リー層効果的に人権啓発活動 を推進 します。

そのためには、市民一人ひ と りの生涯 の 中で、幼児期か ら高齢期 までの各世

代 に応 じ、あらゆる場 と機会を通 じて人権啓発 を実施す ることで、様 々な人権

問題 を正 しく理解 し、人権問題 を直感 的に提 える感性や 、日常生活 において も

人権への配慮が態度や行動に 自然 と表れ るよ うな取組 を行います。
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◆4具 体的な人権教育・啓発の推進

本市においては、様 々な人権課題に紺す る正 しい理解 と、基本的人権の意義や人

権尊重の理念を認識 し、家庭、学校、職域、地域社会、その他あ らゆる場 と機会を

通 して人権研修等の 自主的な取組を支援す るため、次の とお り、地域に密着 したき

め細かい人権教育・啓発活動を実施 します。

■ 人権教育の推進

〇 学校 教育 にお け る推進

推進体制の確立

ア 校内推進組織 を充実するとともに、人権教育推進の基本的な考え方や方向
性 についての共通理解 を深め、学校や地域社会の実情や児童生徒の実態等を

踏まえた全体計画や年間指導計画を作成 して、指導の充実を図 ります。

イ 全市的な人権教育推進のため、岩国市小・ 中学校教育研究会人権教育部会
の活動の充実を図 ります。

ウ 学校、家庭、地域社会、関係機関相互での連携を深め、人権教育の充実を
図 ります。

人権尊重の視点に立った指導の充実

ア 人権教育の視点を踏まえた教育課程 を編成するとともに、人権 を尊重 した
生徒指導、キャ リア教育の充実を図る等、教育活動全体を通 して指導の充実

を図 ります。

イ 児童生徒の人権 を尊重す る学校・ 学級経営を推進 し、豊かな人間関係 とた
くま しい実践力 を育てます。

ウ 人権教育に関す る資料の効果的な活用 を図 ります。
工 主体的に課題 を解決す る学習や体験活動 を取 り入れた り、視聴覚教材を活
用す るなどして、児童生徒の自主性 と実践への意欲を育みます。
研修機会の充実

ア 教職員は、人権尊重の意義や理念 について深 く理解 し、様々な人権ヨ課題に
対す る正 しい認識 を持 ちます。学校の人権教育の取組 を保護者や地域社会に

伝 えることで、人権教育を推進 します。

イ 教職員のニーズや取 り組むべき課題 を踏 まえた研修会を計画的に開催す る
な ど、多様な研修機会の充実を図 ります。

租)

(2)

(3)

0生 涯学 習における推 進
(1)公民館等における学習機会の充実
公民館等の各種教室・講座の中に人権学習を設け、地域社会全体の 自主的な

取組が活性化す るよ う支援 します。

121 社会教育関係団体等 との連携
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基本的人権の意義や理念、そ して様々な人権課題への正 しい理解 と認識 を深

めるため、社会教育関係団体等 との連携 を強め、研修会開催 を働 きかけ、学習

機会の充実に努めます。

また、様々な広報媒体を活用 して、広 く情報提供に努めます。

131 家庭教育への支援

人権意識を高めてい くための家庭教育講座 を実施 します。

また、学校や社会教育関係団体等 との連携 を通 して、保護者の学習機会の充

実や情報提供に努めます。

(4)指導者の養成 B研修

人権に関わる講演会や講座等への参加 を促 し、資質向上を図ることで人権教

育の指導者の養成 に努めます。

■ 人権啓発の推進

(1) 推進体制の確立

ア 岩国市人権教育・ 啓発推進協議会 を中心に地域の実態に即 した人権啓発 を
推進 します。

イ 学校、公民館 、社会教育関係団体及び職域・企業等 との連携 を図 りなが ら
推進 します。

指導者の養成 と資質の向上

ア 岩国市人権啓発指導者養成講座 を開催 し、地域及び各団体並びに職場での
自主的研修活動の推進力 となる指導者の養成に努めます。

イ 岩国市人権啓発指導者養成講座修了者 を対象に指導者研修会を開催 し、実
践・行動のできる指導者の育成 と資質の向上に努めます。

広報活動の充実

人権週間にお ける街頭啓発活動、啓発用資料の作成、その他市報等での広報

活動を通 して全市民に対する啓発活動を推進 します。

全市民に対す る人権啓発の推進

ア 市民や社会教育関係団体等の活動、及び公民館の各種学級・講座 の中にお
いて人権尊重の理念や理解 を深めるための広報や啓発活動に努めます。

イ 市内各団体、企業及び行政職員に姑す る定期的、継続的な研修会 を開催す
ることにより啓発活動に努めます。

ウ 身近に人権問題 を考えるイベ ン トとして、人権啓発 フェスティバル を開催
し、全市民に人権啓発を働 きかけるよ う努めます。

人権啓発資料及び教材の整備 と有効な活用

学習効果を高めるための研修資料の充実 と視聴覚教材等の整備 に努 めるとと

もに効果的な活用の促進を図 ります。

(2)

(3)

14)

(5)
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5 人権に関わりの深い職業等に従事する人に対する人権教育の推

人権教育 。啓発の推進 に当たつては、 とりわけ人権に関わ りの深い職業等に従事す

る人に対する人権教育に関する取組を積極的に進めていく必要があ ります。

1 市職員等
市が行 う全ての業務は、何 らかの意味で人権に関わ りがあ り、窓 口業務等の

住民サー ビスにおける業務はもとより、企画立案等の住民 と直接接す る機会が

少ない業務や、市が市民の権利 を制限す る業務であつても、人権への配慮が求

められ るな ど、人権 と無関係の業務はあ りません。

業務を実施す るに当たつては、職員一人ひ とりが市民の基本的人権の尊重に

視点を置いた取組 を行 う必要があ ります。

そのため、実践的な人権感覚を身に付 ける研修の実施や個別の人権課題につ

いて理解を深 める研修の充実を図 り、職員一人ひ とりの向上 した人権意識を職

務遂行に反映す る必要があ ります。

(1)岩 国市職員の人権意識の向上を図るため、各所属長が人権教育 。啓発推進員 と

な り、所属職員に紺 して様々な人権教育・啓発活動す るとともに、人権教育・啓

発推進員に紺 しては、岩国市職員の人権教育・啓発推進幹事会によ り決定 された

研修や指導を行います。

12)人権啓発指導者養成講座や指導者研修会、人権啓発 フェスティバル等に職員が

積極的に参加す ることを推進 します。

2 教職員等
教職員は、常に幼児 。児童 。生徒の人権 に配慮す るとともに、教育活動全体を

通 して人権尊重の意識 を育む責任があ り、 自らが高い人権意識をもち、実践する

必要があ ります。

そのため、全教職員の共同実践による指導体制の強化等を推進す るための研修

の充実を図 ります。

(1)管 理職 を対象に人権教育研修会を実施 します。

12)人権教育担 当教員等研修会 として、人権教育担当教員研究協議会や教員研修会
を実施 します。

13)「 山口県人権教育推進資料」 (山 口県教育委員会作成)に基づいて研修機会の

充実を図 ります。

3 保健・ 医療・ 福社 に携わる職員等
医師をは じめとす る医療関係者、保健師、社会福祉施設職員、ホームヘルパー等

の保健福祉関係事業に従事す る者は、患者主体の診療をは じめ、病歴等診療情報の

保護、様 々な人々の生活相談、身体介護な どに直接携わっていることか ら、患者や

利用者の人格の尊重、秘密の保持など、常に人権 を基本 とした行動が求め られます。
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そのため、保健、医療、福祉に携わる職員等が、患者や利用者の人権の重要性を

認識 し、人権意識の高揚が図れるよう、県と連携 して研修の充実に努めます。

◆ 6推 進組織

地域に密着 したきめ細かい人権教育 。人権啓発活動を具体的に進めてい くために、

市総務部人権課、並びに教育委員会学校教育課及び生涯学習課を中心 として、 この

指針の趣 旨を十分に踏 まえた具体的な事業計画 を策定 し、関係各課及び関係諸機 関

との密接な連携のもとに取組を進めます。

1 岩国市人権教育 。啓発推進協議会
行政や企業、有識者等で構成するこの協議会を主要な人権教育・ 啓発推進組織

として位置付けます。

協議会は事業計画の承認、及び人権教育・ 啓発推進のための研修会、講習会、

フェスティバル等 を実施す るとともに、委員各 々の所属する職場等関係職域及び

地域における人権問題 の解決に向けた取組 を進 めます。

また、学校、公民館 、社会教育関係団体及び職域・企業等 との連携 を図 りなが

ら、地域の実態に即 した人権教育 。啓発活動 を推進 します。

2 岩国人権擁護委員協議会
法務大臣から委嘱 を受けた人権擁護委員の うち、山口地方法務局岩国支局管内

の人権擁護委員によ り構成 している協議会で、市は、協議会 と連携 して人権の普

及高揚を図るために啓発及び相談活動を推進 します。

3 岩国人権啓発活動地域ネ ッ トワーク協議会
山日地方法務局岩国支局、岩国人権擁護委員協議会、岩国市、柳井市、和本町

及び周防大島町で構成 している協議会で、人権啓発推進組織 として山 口地方法務

局や県 と密接に連携 して効果的な啓発活動を実施 します。

◆ 7相 談体制等の充実

地域社会において人権教育 。人権啓発 を推進す る際の、教材や講師等に関す る相

談に姑応するために、相談 。支援体制の整備や周知に努 めます。
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◆ 8分 野別の取組

人権教育・啓発に当たつては、憲法の普遍的な視点からの取組のほか、各人権問

題 に対す る取組 を推進 し、それ らに関す る知識や理解 を深め、更に問題の解決に向

けた実践的な態度 を培つてい く必要があ ります。 また、国の基本計画の 「各人権課

題の取組」や山 口県人権推進指針の 「分野別施策の推進」に基づき、本市の実情を

踏まえなが ら、各分野の所管部署 と連携 して人権教育・啓発を計画的に推進 します。

◆ 9指 針の見直 しについて

この指針は、国、県、関係機関の動向及び岩国市の総合計画の動向などを注視 し

なが ら、必要に応 じて見直 しを行つていきます。
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《資料》

人権教育及び人権啓発の推進に関す る法律  (抜粋 )

(目 的 )

第一条  この法律は、人権の尊重の緊要性に関す る認識の高まり、社会的身分、門
地、人種、信条又は性別による不当な差別の発生等の人権侵害の現状その他人権の

擁護に関する内外の情勢にかんがみ、人権教育及び人権啓発に関す る施策の推進に

ついて、国、地方公共団体及び国民の責務 を明 らかにするとともに、必要な措置を

定め、もつて人権の擁護 に資することを目的 とす る。

(定義 )

第二条  この法律において、人権教育 とは、人権尊重の精神の涵養 を 目的 とする教
育活動をいい、人権啓発 とは、国民の間に人権尊重の理念を普及 させ、及びそれに

対す る国民の理解 を深 めることを目的 とす る広報その他の啓発活動 (人権教育を除

く。)を い う。

(基本理念 )

第二条  国及び地方公共団体が行 う人権教育及び人権啓発は、学校、地域、家庭、
職域その他の様々な場を通 じて、国民が、その発達段階に応 じ、人権尊重の理念に

対す る理解を深め、これ を体得することができるよ う、多様な機会の提供、効果的

な手法の採用、国民の 自主性の尊重及び実施機 関の中立性の確保を旨として行われ

なければならない。

(国 の責務 )

第四条  国は、前条に定める人権教育及び人権啓発の基本理念 (以下 「基本理念」
とい う。)に のつとり、人権教育及び人権啓発 に関す る施策を策定 し、及び実勉す る

責務を有す る。

(地方公共団体の責務 )

第五条  地方公共団体は、基本理念にのつとり、国 との連携を図 りつつ、その地域
の実情を踏まえ、人権教育及び人権啓発に関す る施策を策定 し、及び実施す る責務

を有す る。

(国 民の責務 )

第六条  国民は、人権尊重の精神の涵養に努めるとともに、人権が尊重 され る社会
の実現に寄与するよ う努めなければならない。

(基本計画の策定 )

第七条  国は、人権教育及び人権啓発に関す る施策の総合的かつ計画的な推進を図
るため、人権教育及び人権啓発に関する基本的な計画を策定 しなければな らない。
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山口県人権推進指針  (抜粋 )

1 基本理念

私たちの身の回 りには、 日本国憲法に定める自由権、平等権、生存権、教育を受

ける権利、勤労権な どに関わる様々な人権課題が幅広 く存在 しています。

この指針においては、すべての県民が、家庭、地域、職場、学校、施設、その他

あ らゆる場において、人 としての尊厳が損なわれ ることなく、 自分の人格が尊重 さ

れ、他人の人格 を尊重 して自由で平等な生活 を営むことができるよ う、一人ひ とり

がかけがえのない尊い生命 (い のち)の主体者であるとい う、人間尊重を基本的な

考え方 として、 「県民一人ひ とりの人権が尊重 された心豊かな地域社会」の実現に

向け、総合的に人権 に関す る取組を推進す ることを基本理念 とします。

2 キーワー ド

この基本理念 に基づいた さまざまな取組 を進 めるため、 「じゆ う」 (自 由)、

「び ょうどう」 (平等 )、 「いのち」 (生命 )を キーワー ドとして諸施策を推進 し、

人権の世紀 と言われている21世紀を共に生 きる地域社会の実現をめざします。

■ 「じゆ う」 (自 由 )

だれ もが、人 として大切にされ、自由に 自分 らしく生きることができる地域社会

の実現をめざします。このため、県民一人ひ とりが、自由にものごとを考え、自由

の意義を理解 し自ら決定 してい くことが大切 とな ります。

■ 「び ょうどう」 (平等 )

だれ もが、社会の一員 として等 しく参加・参画 し、個性や能力を十分に発揮でき

る地域社会の実現 をめざします。このため、県民一人ひ とりが、平等に権利を有 し

ていることを理解 し、お互いの自由や生命 を尊重する地域づ くりに貢献することが

大切 とな ります。

■ 「いのち」 (生命 )

だれ もが、尊い生命の主体者 として大切 に される地域社会の実現をめざします。

このため、県民一人ひ とりが、かけがえのない生命を大切に し、安心 して安全に

暮 らせ る地域づ くりに貢献することが大切 とな ります。
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岩国市総合計画 (抜粋)平成 26年 12月 策定

施策 目標

一人ひ とりの人権 が大切 にされている

現状 と課題

□ 21世 紀は 「人権の世紀」 といわれ、人権への関心が高まっているものの、依然
として子供への虐待や い じめをは じめ、女性、高齢者、障害者、同和問題 、外国

人等、様々な人権に関す る課題が存在 しています。 また、近年ではインターネ ッ

トによる人権侵害が問題 となるなど、新たな人権課題 も発生 しています。真 に住

み よい社会の実現には、市民一人ひ とりの人権が大切にされ、お互いを尊重 しあ

い、心 と心のつなが りを大切に し、協働・ 連携 しなが ら生活することが求め られ

ています。

日 あ らゆる偏見や差別 をな くす人権尊重の精神 を育成す るには、市民一人ひ とりが
人権問題を正 しく認識 し、 自らの人権感覚を磨 く機会が必要です。 このための人

権尊重の精神を涵養す る、人権教育 。啓発活動の推進が求められています。

基本方針

□ 基本的人権の意義、人権尊重の理念及び様々な人権課題に対する正 しい理解 と認
識 を深め、人権問題 を自分 自身の問題 として受 け止 め、具体的な人権問題の解決

に結び付けていくため、人権教育・啓発の多様 な取組を進めます。

(参考)総合計画基本構想
まちづ くりの将来像

本市は、瀬戸内海国立公園や西中国山地国定公園、清流錦川など、豊かで美 しい

自然 に恵まれた、広大な市域 を有 しています。

それぞれの地域には、独 自の歴史 。文化があ り、錦帯橋や城下町の街 なみは時代

を超 えて受け継がれ、多 くの人を引き付けています。また、広島県 との県境 に位置

す ることなどか ら、隣接す る広島都市圏 との経済的な結び付 きも強 く、多様 な交流

が図 られています。

岩国錦帯橋空港の開港 によ り、陸・海・空の交通拠点 としての位置付けが高ま り、

観光、産業面での更なる発展の可能性が膨 らんでいます。

本市のこうした多様 な資源 と人をつなぎ、活かす ことで、市民が一丸となつて、「豊

かな 自然 と歴史に包まれ、笑顔 と活力あふれ る交流のまち岩国」の実現を目指 します。
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豊かな 自然 と歴史に包まれ、笑顔 と活力あふれ る交流のまち岩国

～ 人・ まちをつな ぐ明 日への架 け橋 ～

将来像は、本計画の顔であ り、計画全体 を表現す るものです。豊かな自然や これま

で先人たちが守 り、受け継いできた歴史 。文化、また、地域のシンボル として育んで

いきたい 「錦帯橋」 を念頭に置き、「架 け橋」、「つなぐ」のフレーズを基に将来像を

設定 しています。

少子高齢化、人 口減少社会においても、本市の様々な資源 。人 。まちがつながつて

い く「交流」を通 して、子供か ら高齢者まで誰 もが未来に向けて 「笑顔」で暮 らせる

「活力」に満ちたまちを市民みんなでつ くってい くとい う願いを込めています。

将来像 を実現す るための基本 目標 とそれ を支 える行政経営

将来後 の実現に向けて、 6つ の基本 目標 とそれ を支える行政経営 を進 めます。

未来につながる健全な行政経営に耳又り組むまち (行政経営 )

本市が抱 える様 々な課題の解決 と住みよいまちづ くりに向けて、市民一人ひ とりの意

見を大切に しなが ら、持続可能な行政経営に取 り組みます。

1

子育てと

いきいきとした

暮らしを

応援するまち

2

空港を軸とした

活力ある産業と

観光のまち

3

豊かな自然と

充実した社会基盤

1こよリリ載重に

暮らせるまち

4

誰もが

安心・安全に

暮らせるまち

5

心の豊かさと

生き抜く力を育む

教育文化のまち

(福祉・健康 ) (産 業 ) (生活環境 ) (安心・ 安全 ) (教育・文化 )

自然環境の保全と

ともに、社会基盤

*の整備に取り組

み、快適に暮らせ

るまちづくりを推

進します。

災害対策や基地対

策に取り組み、誰

もが安心して安全

に暮らせるまちづ

くりを推進 しま

或

地域に誇 りをも

ち、生き抜く力を

育む教育に取り組

み、文化の薫り高

いまちづくりを推

進します。

出産 。子育て支援

や高齢者支援など

を充実し、誰もが

健康で元気に暮ら

せるまちづくりを

推進します。

空港を軸として、

新たな企業誘致や

既存産業・観光の

振興を図り、雇用

と経済活力の向上

に取り組みます。

6

支えあいと協勧でつくる絆のあるまち (市民協働 )

市民の主体
i的
な取組を支援するとをもに、一人ひとりの人権が尊重され手共

「

に生き、支えあ 助′け あい・のまちづ くりを推進 します
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(今考 )

用題解説

人権 とは

0 『「すべての人々が生命 と自由を確保 し、それぞれの幸福を追求する権利」ある
いは、「人間が人間らしく生きる権利で、生まれながらに持つ権利」であ り、だれ

にとつても身近で大切なもの、日常の思いや りの心によつて守られるものだと私

たちは考えています。子 どもたちに対 しては、「命を大切にすること」、「みんなと

仲良くすること」と話 しています。』 (法務省ホームページ)

人権教育 とは

0 「知識 と技能の伝達並びに態度の形成を通 じて、人権 とい う普遍的文化 を構築
す ることを目的 とす る研修、普及及び広報努力である」(人権教育のための国連 10

年国内行動計画 )

人権啓発 とは

0 「国民の間に人権尊重の理念を普及 させ、及びそれに対する国民の理解 を深 め

ることを目的 とす る広報その他の啓発活動 (人権教育を除 く。)」 (人権教育及び人

権啓発の推進に関す る法律第 2条 )

人権感覚 とは

0 「人権の意義や重要性が知識 として確実に身に付 き、人権問題を直感的に とらえ
る感性や 日常生活 において人権への配慮がその態度や行動に現れ る」 (人権教

育・ 啓発に関する基本計画 )

人権意識 とは

0 人権に関す る知識や技能のほか、偏見や差別 に気付 く感覚など、 日常生活 の中
で人権を尊重できる意識

人権問題 とは

0 人権に関する問題。特に人権侵害に関する問題。
人が人 らしく社会活動 を送 ること 。生きることが、何 らかの人的要因に よつて妨

害 されている状態

人権課題 とは

0 人権教育や啓発な どの手法によつて解決に導 くことができる課題 をいいます。
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基本的人権の尊重 とは

0 日本国憲法第 11条 は、「国民は、すべての基本的人権の享有を妨げ られない。
この憲法が国民に保障する基本的人権は、侵す ことのできない永久の権利 として、

現在及び将来の国民に与へ られ る。」 と示 しています。 ここから、人権の固有性・

不可侵性 。普遍性 とい う重要な観念をみることができます。

(人権の固有性 )

人権が憲法や天皇か ら恩恵 として与えられたものではなく、人間であることによ

り当然に有するとされ る権利であることをいいます。

(人権の不可侵性 )

人権が原則 として公権力によつて侵 されない とい うことを指 します。

(人権の普遍性 )

人権は、人種、性、身分な どの区別に関係 なく、人間であるとい うただそれだけ

で当然にすべて享有できる権利であるとい うことを意味 します。

人権尊重の理念 とは

0 自分の人権のみな らず他人の人権について も正 しく理解 し、その権利の行使 に
伴 う責任 を自覚 して、人権 を相互に尊重 し合 うこと、すなわち、人権の共存の考

え方 ととらえるものである。 (人権擁護推進審議会答 申 )
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岩国市民憲章  (平成23年 1月 1日 制定)

錦帯橋に象徴 される美 しいまち岩国

わた したちは この地を愛 し
ふるさとが育てた偉人に学び 教養を高め
誇れ る岩国を築き 引き継 ぐために この憲章を定めます

大切 に したい もの

の

の

の

の

も

も

も

も

Ｏ

Ｏ

Ｏ

Ｏ

Ｏ

守 り た い

伝 え た い

広 げ た い

創 り た い

それは

それは

それは

それは

それは

みんなの夢 みんなの命
豊かで美 しい 自然

歴史や伝統 文化の薫 り
世代や地域を超 えた人の和

岩国の輝か しい未来


